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※費用便益分析に係る項目は平成25年度評価時点

事業名
（箇所名）

西湘海岸直轄海岸保全施設整備事業
担当課 水管理・国土保全局海岸室 事業

主体
関東地方整備局

担当課長名 齋藤 博之

実施箇所 神奈川県小田原市、大磯町、二宮町

該当基準 事業採択後長期間（５年間）が経過した時点で継続中の事業

事業諸元 岩盤型潜水突堤、洗掘防護施設、沿岸漂砂礫流失抑制施設、養浜

事業期間 平成26年度～平成43年度

総事業費
（億円）

約181 残事業費（億円） 約167

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・西湘海岸背後には小田原市（約１９６千人）・二宮町（約２９千人）・大磯町（約３３千人）の住宅地等が広がるとともに、大磯町については海岸近く
に、町の中枢となる庁舎が存在する。また、通行量３万台／日の西湘バイパスがある。
・平成１９年台風９号による西向きの沿岸流により大量の砂礫が海底谷へ流出し、大規模な海岸浸食が生じ、西湘バイパス西湘二宮IC付近におい
て、砂浜が完全になくなり護岸等が被災した。
・酒匂川から大磯港において、海底勾配が急峻な海底谷が迫ることから、酒匂川からの供給土砂の流出を防ぐとともに、通常時と高波浪時で方向
の異なる沿岸流に対しても砂礫流出を防ぐ、海岸浸食対策が必要。

〈達成すべき目標〉
・防護、環境及び利用の調和ある海岸保全を目指し、酒匂川から大磯港までの区間において、砂浜全体の回復を図る。
・相模灘沿岸海岸保全基本計画を踏まえ最低限３０ｍ以上の幅と適度な勾配をもつ砂浜とし、防災機能を最大限に発揮させる。

〈政策体系上の位置付け〉
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：津波・高潮・浸食等による災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠※

年平均浸食軽減戸数：６戸
年平均浸食軽減面積：０．５ha

事業全体
の投資効
率性※

基準年度 平成２５年度
B:総便益
(億円)

242 EIRR（％） 11.8

残事業の
投資効率

B:総便益
(億円)

- C:総費用(億円) - B/C

C:総費用(億円) 120 B/C 2.0 B-C 122

-

2.0
資産（-10%～+10%） - - 1.9 2.1

事業の効
果等

・相模湾沿岸海岸保全基本計画を踏まえ、最低限30m以上の幅と適度な勾配をもつ砂浜にすることで、防災機能が最大限に発揮できる。
・平成19年台風9号規模の波浪が発生しても、砂浜の防護機能を維持。
・自然環境に配慮し、安全で安心して利用できる海岸を目指し、地域の住民と合意形成を図りながら砂浜の侵食対策を進めることで地域と協働した
海岸づくりを実施している。
・地域住民による海岸清掃活動や漁業活動は現在も活発に実施されている。過去に催されていた海水浴やビーチマラソン等の浜辺を利用した従来
の海岸利用が可能となれば、地域振興、地域活性化に寄与し、地域の賑わいの復活が期待される。

社会経済
情勢等の
変化

・近年、社会情勢等に大きな変化は見られない。

感度分析
※

残事業（Ｂ／Ｃ） 全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） - - 1.8 2.2
残工期（+10%～-10%） - - 2.0

事業の進
捗状況

・現時点においては、現地海岸の測量調査、効果的な施設整備計画や施設設計等の調査検討の他、１基目の岩盤型潜水突堤施工のための工事
用道路工事に着工している。

対応方針
理由

当該事業は、西湘海岸の背後にある家屋等の資産の保全、西湘バイパスの被災及びそれに伴う交通遮断防止の観点から、事業の必要性・緊急
性は高く、早期の完成に向けて引き続き事業を継続することが妥当であるため。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・委員からの主な意見無し。
＜都道府県の意見・反映内容＞
・全国でも有数の急峻な海底地形を持つ西湘海岸では、大規模な海岸侵食が課題となっており、高度な技術の導入による対策を図る必要がある。
・地元からも一刻も早い砂浜の回復が求められており、引き続き本事業を推進されたい。

事業の進
捗の見込
み

・現地海岸の測量調査、効果的な施設整備計画や施設設計等の調査検討を実施中。
・１基目の岩盤型潜水突堤施工のための工事用道路工事に着工中で、工事用道路が完成次第、岩盤型潜水突堤の整備を順次進める。

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

＜コスト縮減の取り組み＞
・養浜工において、酒匂川水系で発生した土砂を養浜材として利用する等、他事業との連携によりコスト縮減（事業全体で５～７億円程度）に努める
予定である。また、道路事業で使用した消波ブロック等を再利用することで、コスト縮減に努める予定である。

対応方針 継続

＜再評価＞
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事業名
（箇所名）

下新川海岸直轄海岸保全施設整備事業
担当課 水管理・国土保全局海岸室 事業

主体
北陸地方整備局

担当課長名 齋藤　博之

実施箇所 富山県黒部市、下新川郡入善町、下新川郡朝日町

該当基準 再評価実施後一定期間が経過している事業

事業諸元
直立堤、副堤、緩傾斜堤、消波工、根固消波工、突堤、離岸堤、副離岸堤、有脚式離岸堤、有脚式突堤、人工リーフ、養浜工、土砂流出防止工、
侵食防止工、離岸堤補強、副離岸堤補強

事業期間 昭和３６年度～平成５４年度

総事業費
（億円）

約1,031 残事業費（億円） 約348

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・下新川海岸では、日本海特有の厳しい冬季風浪等により、著しい侵食を受けてきた。
・漂砂の上手側（東側）からの土砂供給が期待できないこと、急峻な海底地形への土砂流出など、事業を実施しない場合は侵食は継続する。
・また、海底谷地形による波の収斂等により「寄り回り波」による災害が発生しやすい。
・一方、背後地では市街地や産業が発展し、地域の資源を活用した地域づくりが進んでおり、海岸保全の必要性は高い。

＜達成すべき目標＞
・離岸堤、副離岸堤等、さらには黒部川からの土砂供給や養浜の組み合わせ等により、将来にわたって進行する侵食を防止するとともに、1/50確
率の高波に対して背後地への越波被害を防ぐ。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減。
・施策目標：津波・高潮・侵食等による災害の防止・減災を推進する。

便益の主
な根拠

侵食防止面積:約164ha、浸水防護面積:約1,000ha、浸水防護戸数:約4,000戸

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成３０年度
B:総便益
(億円)

8,624 EIRR（％） 5.58

残事業の
投資効率

B:総便益
(億円)

2,540 C:総費用(億円) 208 B/C

C:総費用(億円) 2,831 B/C 3.0 B-C 5,793

3.3
資産（-10%～+10%） 11.0 13.4 2.7 3.4

事業の効
果等

・直立堤や離岸堤等の整備により、下新川海岸における想定侵食被害及び想定浸水被害が全て解消され、国土保全が図られる。
・整備が進められた本海岸や堤内地では、地域振興の一躍を担うイベントの場として利用されるとともに、海岸愛護・美化活動が地域主体で実施さ
れるなど、地域住民の大切な賑わいの場となっている。

社会経済
情勢等の
変化

・想定浸水地域内の人口及び世帯数は、横ばい傾向である。
・背後地域は、黒部川の豊かな地下水を背景としたファスナー、アルミ製品などの製造工業、新鮮な魚介類や酒、加工米飯などの食品加工業等が
盛んであり、資産が集積しつつある。
・平成26年10月に富山湾が「世界で最も美しい湾クラブ」へ加盟したことで地域の魅力が高まっているほか、平成27年8月には海洋深層水を利活用
した企業が進出し、新たなスポットとして賑わっている。
・平成27年3月の北陸新幹線の開業、国道8号バイパスの全線開通、沿岸部幹線道路の整備推進により、沿岸域の産業や海域に点在する史跡等
の観光資源が有機的に結びつき、さらなる発展が期待できる。

感度分析

残事業（Ｂ／Ｃ） 全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 11.1 13.5 3.0 3.1
残工期（+10%～-10%） 11.7 12.7 2.8

事業の進
捗状況

・昭和35年（1960年）に直轄海岸工事施行区域に指定され、直轄事業に着手。
・直轄事業に着手してから堤防の新設や、離岸堤、副離岸堤の整備を実施。
・平成30年度末（予定）の海岸保全施設整備事業の進捗率は66%。

対応方針
理由

・当該事業は、現時点においても、その必要性、重要性は変わっておらず、事業進捗の見込みなどからも、引き続き事業を継続することが妥当であ
ると考える。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・北陸地方整備局の再評価及び対応方針（原案）は妥当。

＜都道府県の意見・反映内容＞
・事業継続に同意する。今後ともコスト縮減に努め、早期に効果が発現されるよう整備促進に格段の配慮を願いたい。

事業の進
捗の見込
み

・これまで、侵食が進行し危険な箇所から順次事業の進捗を図ってきている。平成20年2月24日の高波災害以降は、越波による被害が大きくなる家
屋連担地区の整備を優先的に進めているが、未だ海岸保全上対応しなければならない箇所がある。
・海岸事業の推進に対する地元からの強い要望もあり、今後も引き続き計画的に事業を推進していく。

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

・新技術の活用、施工計画の見直し等の代替案の検討により、一層のコスト縮減や環境負荷低減を図っていく。

対応方針 継続

＜再評価＞
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事業の進
捗状況

・事業の進捗率（事業費ベース）は平成30年度末（予定）で約63％である。（前回約61％ 平成28年度末）

対応方針
理由

・当該事業は、現時点においても、その必要性、重要性は変わっておらず、事業進捗の見込みからも、引き続き事業を継続することが妥当であると
考える。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。
＜都道府県の意見・反映内容＞
・高知市を中心とする背後地域を津波による浸水被害や台風等の波浪から守ること、また、震災からの早期の復旧・復興を図るためにも、より一層
の事業推進をお願いします。

事業の進
捗の見込
み

・侵食対策、高潮・越波対策については、突堤延長が計画延長に達していない戸原工区の2基について、今後も引き続き延伸していく。
・地震・津波対策については、対策を実施している南国工区、長浜工区について、早期の完成を目指す。
・「高知海岸保全技術検討委員会」において検討した、新たな海岸保全施設計画について、今後、施設の整備効果や砂浜の状況等をモニタリングす
るとともに、「高知海岸保全フォローアップ委員会」において審議を図り、必要に応じて海岸保全施設計画の見直しを行う。
・事業の推進を地域から強く望まれており、今後も引き続き計画的に事業を推進していく。

コスト縮減
や代替案
立案等の
可能性

・養浜では、河床掘削工事等の関連事業により発生する良質な掘削土を有効活用し、コスト縮減している。（今後も仁淀川、鏡川等の掘削土を活用
し、コスト縮減を図っていく。）
・仁ノ工区離岸堤の設置箇所を見直し断面を縮小することで約６億円のコスト縮減を図った。また、事業計画の見直しにより整備メニューが変更とな
り、事業費が縮減された。
・新たな海岸保全施設計画について、今後、施設の整備効果や砂浜の状況等をモニタリングするとともに、「高知海岸保全フォローアップ委員会」に
おいて審議を図り、必要に応じて海岸保全施設計画の見直しを行う。また、新技術の採用等により、代替案（工法等）の可能性について適宜検討し
ていく。

対応方針 継続

4.9 6.0

事業の効
果等

・海岸侵食の進行が抑制され、計画で想定する高潮や波浪が発生しても、侵食被害や浸水被害は発生しない。さらに、海浜性植物やウミガメ等の生
息環境を保全。
・計画で想定する津波が発生しても、浸水被害は発生しない。さらに、最大クラスの地震・津波が発生した場合、浸水被害は発生するが、地震・津波
対策により避難時間の確保が期待できる。
・マリンレジャーや高知龍馬マラソンなど、様々な海岸利用が行われており、今後も海洋性レクリエーション、地元行事や観光に利用できる海岸であ
ることが期待されている。また、桂浜花海道（県道春野赤岡線）からの美しい海岸線が観光スポットとなっている。

社会経済
情勢等の
変化

・背後地は、高知市をはじめ人口・資産が集積するとともに、全国でも有数のハウス園芸地帯が存在している。
・海岸線のすぐ背後は、観光レクリエーションの拠点桂浜と横浪方面、さらには高知龍馬空港を結ぶ観光動線として重要な「桂浜花海道」とも呼ばれ
る主要県道春野赤岡線が整備されている。
・平成26年度の海岸法改正により創設された海岸協力団体が海岸の清掃活動を中心に活動しており、指定団体数も３団体と全国的にも有数であ
る。
・高知県や南国市、高知市、土佐市、さらには「直轄高知海岸整備促進期成同盟会」等から、毎年、事業の早期完成に関する要望を受けており、今
後も地域と協働した事業を進めていく。

感度分析

残事業（Ｂ／Ｃ） 全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 6.8 8.2 5.4 5.6
残工期（+10%～-10%） 7.0 7.8 5.4 5.6
資産（-10%～+10%） 6.7 8.2

B/C 7.4

C:総費用(億円) 1314 B/C 5.5 B-C 5,884

残事業の
投資効率

B:総便益
(億円)

1,339 C:総費用(億円) 181

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・高知海岸の位置する土佐湾沿岸は、台風常襲地帯であるため、台風期における強大な波浪と高潮によって甚大な被害が発生してきた。
・現在も海岸侵食が進行し、汀線の後退とそれに伴う波の打ち上げ高の増大により、堤防の被災や県道の通行止め等の被害が発生している。
・早期に施設整備を行い、侵食対策及び高潮・越波対策が必要である。
・南海トラフを震源とする地震（発生確率は今後30年以内に70～80%程度）が発生した場合、既存堤防の沈下や倒壊、高知市中心部では広域的な地
盤沈下による　長期浸水（壊滅的な被害）、高知海岸沿岸では来襲する津波による甚大な被害が懸念される。
・南海トラフを震源とする地震に対して、「人命」を守り、高知県の社会経済を守る「要」となる海岸堤防の地震・津波対策が必要である。

＜達成すべき目標＞
【侵食対策】“ヘッドランド”、“離岸堤”、“人工リーフ”や“養浜”により汀線後退を未然に防ぐことで甚大な侵食被害を防止する。さらに、海浜性植物や
ウミガメ等の生息環境を保全する。
【高潮・越波対策】“堤防高の確保”や“砂浜の形成”により越波を未然に防ぐことで甚大な浸水被害を防止する。
【地震・津波対策】“堤防の地震・津波対策”により堤防の沈下等を未然に防ぐことで南海トラフを震源とする地震・津波による甚大な被害を防止す
る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：津波・高潮・侵食等による災害の防止・減災を推進する。

便益の主
な根拠

侵食防止面積：87ha、浸水防護面積（高潮）：720ha、浸水防護面積（津波）：960ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成30年度
B:総便益
(億円)

7,197 EIRR（％） 9

事業期間 昭和51年度～平成69年度

総事業費
（億円）

987 残事業費（億円） 365

実施箇所 高知県高知市、南国市、土佐市

該当基準 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

事業諸元 人工リーフ、人工リーフ改良、ヘッドランド、突堤、緩傾斜堤防、養浜工、離岸堤、離岸堤改良、堤防液状化対策、陸閘補強・閉塞　等

事業名
（箇所名）

高知海岸直轄海岸保全施設整備事業
担当課 水管理・国土保全局海岸室 事業

主体
四国地方整備局

担当課長名 齋藤 博之

＜再評価＞



平成３０年度第２回委員会 評価対象事業位置図（海岸関係）

高知海岸

直轄海岸保全施設整備事業



＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する

その他

コスト縮減や
代替案立案等
の可能性

＜コスト縮減＞
・引き続きコスト縮減を念頭におき、適正工法の選定や現場発生材の有効利用を図る予定である。
＜代替案＞
・コスト・環境・利用面など総合的に判断し、現在の整備手法が最も現実的かつ適切である。

対応方針 継続

対応方針理由 十分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため

社会経済情勢
等の変化

・津地区（栗真町屋、阿漕浦・御殿場及び栗真）の背後地域は、津市の中心市街地であり、住宅・商業施設が密集している。また、鉄道・道路等の
主要交通施設が集積するとともに、地域の学術・医療の中枢である三重大学、三重大学医学部附属病院や電気製品等の生産拠点となる工場が
立地している。
・近年は、津市の世帯数は増加している。　また、新しい工場や大規模太陽光発電所（メガソーラー）の建設、宅地開発が行われるなど、海岸堤防
の重要性はますます高まっている。
・南海トラフ地震の30年以内の発生確率が70％程度から70～80％（平成30年2月9日地震調査委員会発表）に引き上げられ、切迫性が高まってい
る。

主な事業の進
捗状況

総事業費135億円、既投資額72億円
平成30年度末現在　事業進捗率53%

主な事業の進
捗の見込み

平成35年度完了予定

17.6

感度分析

（感度分析）　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　5.2～6.3　　　　　　　　　　　　 15.8～19.3
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　5.5～6.0 　　　　　　　　　　　　15.8～19.7
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　 　　　   5.7～5.9 　 　　　　　　　　　　 17.6～17.7

事業の効果等

堤防の計画天端高を確保し、劣化したｺﾝｸﾘｰﾄの打ち替えなどの老朽化対策や液状化対策を行い堤防の機能を確保することで、高潮等による背
後地への浸水被害が解消される。

＜貨幣価値換算が困難な効果等による評価＞
・地域医療の拠点である三重大学病院等の医療活動を継続できる。
・背後企業を防護するとともに、主要交通施設の機能を維持することにより、企業活動および物流機能を確保することができる。
・マリンレクリエーション等の海浜利用を継続できる。
・地域住民の安全・安心を確保できる。

残事業の投資
効率性

B:総便益
(億円)

821 C:総費用(億円) 47 継続B/C

14.9

便益の主な根
拠

浸水面積：1,034ha
浸水戸数：3,390戸
年平均被害額：46.5億円/年

事業全体の投
資効率性

基準年度 平成30年度

B:総便益
(億円)

821 C:総費用(億円) 142 全体B/C 5.8 B-C 679
EIRR
（％）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・津松阪港海岸では、昭和28年の台風13号及び昭和34年の伊勢湾台風に伴う高潮により甚大な浸水被害が発生したことから、災害復旧事業によ
り海岸堤防等が整備された。
　しかしながら整備後50年が経過し、老朽化や沈下が進み機能低下したことと地震に伴う液状化の発生も危惧されることから抜本的な改修が必要
とされた。

＜達成すべき目標＞
・高潮により想定される浸水被害を軽減すること。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：津波・高潮・侵食等による災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 平成23年度 完了

総事業費（億
円）

135 残事業費（億円） 63

平成35年度

実施箇所 三重県津市

該当基準 その他：社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要性が生じた事業

主な事業の諸
元

海岸堤防

事業名
（箇所名）

直轄海岸保全施設整備事業
(津松阪港 津地区)

担当課 港湾局海岸・防災課 事業
主体

中部地方整備局
担当課長名 加藤　雅啓



津松阪港海岸 直轄海岸保全施設整備事業

津市 松阪市

松阪地区
阿漕浦・御殿場工区

2,062m

事業総延長 6,712m

栗真町屋工区

津地区

3,485m

栗真工区
1,165m

香良洲地区

三雲地区

N

N

愛知県

滋賀県

三重県奈良県

津松阪港



事業名
（箇所名）

指宿港海岸直轄海岸保全施設整備事業
（指宿港海岸）

担当課 港湾局海岸・防災課 事業
主体

九州地方整備局
担当課長名 加藤　雅啓

実施箇所 鹿児島県指宿市

該当基準 事業採択後長期間（5年間）が経過した時点で継続中の事業

主な事業の諸
元

護岸(改良)、離岸堤（改良）、突堤、護岸＜養浜＞

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・指宿港海岸では、昭和26年に南九州を直撃したルース台風によって海浜侵食、越波・浸水など甚大な被害を受けた。その後、護岸や突堤等が
整備されたが、砂の供給源がないことや、その後の荒天時の高波により、海浜侵食が進行し、現在は砂浜がほぼ消失している状況にある。この
ため、高波に対する防護機能が著しく低下し、近年では台風による高潮・高波等で背後の住宅やホテル等への越波・浸水被害が多数発生してい
る。 また、護岸は築年数が50年以上経過して老朽化が進行するとともに、護岸基部からの土砂の吸い出しによって、護岸のせり出しや背後道路
の陥没・亀裂を生じているなど、安全性に支障をきたしている。このため、対策が必要となっている。

＜達成すべき目標＞
・本事業の実施により、侵食された砂浜の再生、侵食対策を行うことにより高波に対する防護機能の改善を図り、高潮・高波等から背後の住宅や
ホテル等への越波・浸水被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：津波・高潮・侵食等による災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 平成26年度 完了 平成35年度

総事業費
（億円）

120 残事業費（億円） 84

19.8

便益の主な根
拠

浸水面積：32.5ha
浸水戸数：370戸
浸水区域における一般資産等評価額：45億円

事業全体の投
資効率性

基準年度 平成30年度

B:総便益
(億円)

797 C:総費用(億円) 115 全体B/C 6.9 B-C 682
EIRR
（％）

10.1

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　要　(-10％ ～ +10％)　　 　　  　6.2 ～ 7.6　　　　　　  　 9.0 ～ 11.1
建 設 費　(+10％ ～ -10％)　　 　　　  6.5 ～ 7.5　　　　　　　   9.1 ～ 11.2
建設期間　(+10％ ～ -10％)　  　   　　6.8 ～ 7.1　　　　　　　   9.9 ～ 10.2

事業の効果等

・想定される浸水地域における一般資産、公共土木施設、公益事業等の被害が軽減できる。
・その他、定性的な効果として、主要道路を利用した経済活動の継続、背後道路利用者の安全性確保、観光産業の継続のほか、地域住民の不
安を解消できる。

残事業の投資
効率性

B:総便益
(億円)

797 C:総費用(億円) 79 継続B/C

社会経済情勢
等の変化

特になし

主な事業の進
捗状況

総事業費120億円、既投資額36億円
平成30年度末現在　事業進捗率30％

主な事業の進
捗の見込み

平成35年度完了予定

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。

コスト縮減や代
替案立案等の
可能性

離岸堤(改良)、突堤(大山崎)に既設離岸堤石材を流用することによりコストを縮減。
今後とも、可能な限りコスト縮減への取組みに努める。

対応方針 継続

対応方針理由 十分な事業の投資効果及び進捗の目処が確認されたため



指宿港海岸 直轄海岸保全施設整備事業

離岸堤（改良）

突 堤

護岸＜養浜＞

護岸（改良）

 

奄美大島

熊本県

宮崎県
鹿児島県

種子島

屋久島

喜界島

徳之島

川内港

指宿港

西之表港

名瀬港

鹿児島港

指宿港海岸 
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